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企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
は
、
⒜
保
険
会
社
が
そ
の
外
国
再
保
険
子
会
社
と
直
接
再
保
険
取
引
を
行
う
場
合
と
、
⒝
一
般
事

業
会
社
が
第
三
者
で
あ
る
保
険
会
社
を
介
し
て
外
国
再
保
険
子
会
社
と
再
保
険
取
引
を
行
う
場
合
が
想
起
さ
れ
る
。
こ
の
一
連
の
取

引
で
問
題
と
な
る
の
は
、
ま
ず
支
払
保
険
料
の
損
金
算
入
性
（
法
人
税
法
二
二
条
三
項
・
四
項
）、
次
に
移
転
価
格
税
制
（
租
特
法
六
六

条
の
四
）
の
適
用
、
そ
し
て
外
国
子
会
社
合
算
税
制
（
租
特
法
六
六
条
の
六
。
以
下
、「
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
」
と
い
う
。）
の
適
用
で
あ
る（

（
（

。
⒜
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に
関
し
て
は
、
平
成
二
一
年
か
ら
平
成
二
二
年
に
か
け
て
ガ
ー
ン
ジ
ー
島
事
件
（
最
判
平
成
二
一
年
一
二
月
三
日
民
集
六
三
巻
一
〇
号

二
二
八
三
頁
）
と
フ
ァ
イ
ナ
イ
ト
事
件
（
東
京
高
判
平
成
二
二
年
五
月
二
七
日
判
時
二
一
一
五
号
三
五
頁
）、
⒝
に
関
し
て
は
、
令
和
四

年
か
ら
令
和
六
年
に
か
け
て
末
廣
鉄
網
事
件
（
東
京
地
判
令
和
四
年
三
月
一
〇
日
税
資
二
七
二
号
順
号
一
三
六
八
四
、
東
京
高
判
令
和
六

年
三
月
六
日
判
例
集
未
登
載
）・
ボ
デ
ィ
ワ
ー
ク
事
件
（
東
京
地
判
令
和
五
年
一
月
二
七
日LEX

/D
B 2559（393

）・
日
産
自
動
車
事
件

（
最
判
令
和
六
年
七
月
一
八
日
裁
判
所
Ｈ
Ｐ
最
高
裁
判
所
判
例
集
）
に
お
い
て
、
支
払
保
険
料
の
損
金
算
入
性
ま
た
は
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
適

用
に
関
す
る
司
法
判
断
が
示
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
は
い
ず
れ
も
平
成
二
九
年
度
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
抜
本
的
改
正
前
の
事
件
で
あ
る
が
、
企

業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
の
具
体
例
と
と
も
に
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
が
内
包
す
る
課
題
を
提
供
し
て
い
る
。

　

本
稿
で
は
、
国
境
を
跨
ぐ
企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
の
仕
組
み
を
こ
れ
ら
の
裁
判
例
等
か
ら
整
理
し
た
上
で
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制

の
適
用
に
お
け
る
再
保
険
取
引
特
有
の
問
題
を
明
ら
か
に
し
、
支
払
保
険
料
の
損
金
算
入
性
お
よ
び
保
険
取
引
に
対
す
る
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税

制
の
特
別
規
定
を
概
観
す
る
と
と
も
に
、
米
国
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
で
あ
るSubpart F

ル
ー
ル
の
保
険
所
得
に
つ
い
て
概
要
を
示
し

た
の
ち
、
若
干
の
検
討
を
行
う
。

　

な
お
、
企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
の
キ
ー
プ
レ
ー
ヤ
ー
と
し
て
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
が
存
在
す
る
。
フ
ァ
イ
ナ
イ
ト
事
件
で
は
、

「
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
は
保
険
会
社
以
外
の
親
組
織
に
よ
り
所
有
・
管
理
さ
れ
て
い
る
保
険
会
社
で
保
険
会
社
の
子
会
社
は
除
外
さ
れ
て

い
る
」
と
す
る
が
、
ガ
ー
ン
ジ
ー
島
事
件
で
は
、
損
害
保
険
会
社
が
親
会
社
の
場
合
も
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
と
認
定
し
て
い
る
。
本
稿
で

は
、
説
明
の
都
合
上
、
親
会
社
が
保
険
会
社
か
否
か
に
関
わ
ら
ず
、
そ
の
外
国
再
保
険
子
会
社
を
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
と
表
現
す
る
。

1　

企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引

　

企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
は
、
再
保
険
の
性
質
上
、
必
然
的
に
国
境
を
越
え
る
取
引
が
主
と
な
る
。
冒
頭
で
触
れ
た
複
数
の
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裁
判
例
お
よ
び
財
務
省
が
公
表
す
る
税
制
改
正
の
解
説
を
整
理
す
る
と
、
少
な
く
と
も
次
図
に
示
す
五
つ
の
パ
タ
ー
ン
（
①
か
ら

⑤
）
に
整
理
で
き
る
。

　

国
境
を
跨
ぐ
企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
に
つ
い
て
は
、
法
人
所
得
課
税
上
、「
国
内
の
親
会
社
で
は
支
払
保
険
料
が
損
金
算

入
さ
れ
、
か
つ
、
保
険
子
会
社
で
も
タ
ッ
ク
ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
で
の
軽
課
税
が
期
待
で
き
る
」
と
説
明
さ
れ
て
い
る（

（
（

。
特
に
パ
タ
ー
ン

②
の
場
合
を
念
頭
に
置
い
て
、「
保
険
取
引
の
ス
キ
ー
ム
を
利
用
し
た
租
税
回
避
」
の
抑
止
効
果
が
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
に
求
め
ら
れ
て

い
る（

（
（

。
す
な
わ
ち
、
支
払
保
険
料
の
損
金
算
入
に
よ
る
日
本
の
税
負
担
の
減
少
を
前
提
と
し
、
こ
の
税
負
担
の
減
少
を
支
払
保
険
料

の
損
金
算
入
の
否
認
で
は
な
く
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
に
よ
っ
て
対
処
す
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
。
し
か
し
、
パ
タ
ー
ン
⑤
は
、
国
外
保

険
リ
ス
ク
に
係
る
外
国
間
再
保
険
取
引
で
あ
り
、
一
般
事
業
会
社
（
内
国
法
人
）
で
あ
る
Ｐ
（
社
は
当
該
取
引
の
当
事
者
で
は
な
い（

（
（

。

こ
の
場
合
、
日
本
と
の
関
係
に
お
い
て
、「
保
険
取
引
の
ス
キ
ー
ム
を
利
用
し
た
租
税
回
避
」
は
生
じ
て
い
な
い
。

　

ボ
デ
ィ
ワ
ー
ク
事
件（

（
（

（
パ
タ
ー
ン
③
）
と
末
廣
鉄
網
事
件
（
パ
タ
ー
ン
④
）
か
ら
、
企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
は
、
グ
ロ
ー
バ

ル
に
事
業
展
開
す
る
大
企
業
で
な
く
と
も
、
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
一
環
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
こ
の
リ
ス

ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
課
税
上
の
考
慮
に
つ
い
て
、
ガ
ー
ン
ジ
ー
島
事
件
で
は
次
の
よ
う
に
示
さ
れ
て
い
る
。
納
税
者
（
損
害
保
険
会

社
で
あ
る
内
国
法
人
）
の
主
張
は
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
適
用
回
避
の
た
め
だ
け
に
ガ
ー
ン
ジ
ー
島
を
選
択
し
た
わ
け
で
は
な
く
、
再
保

険
子
会
社
に
再
保
険
を
引
き
受
け
さ
せ
る
こ
と
は
、
損
害
保
険
会
社
の
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
重
要
な
意
義
を
有
す
る
も
の
で
あ

り
、
再
保
険
子
会
社
を
そ
の
設
立
が
容
易
な
ガ
ー
ン
ジ
ー
島
に
設
立
し
た
こ
と
に
は
合
理
性
が
あ
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
が
、
東

京
高
裁
（
東
京
高
判
平
成
一
九
年
一
〇
月
二
五
日
訟
務
月
報
五
四
巻
一
〇
号
二
四
一
九
頁
）
で
は
、
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
は
単
に
親
会
社
の
資

産
を
子
会
社
と
い
う
形
に
変
え
た
だ
け
で
親
会
社
の
資
産
で
リ
ス
ク
を
処
理
す
る
こ
と
と
変
わ
ら
ず
リ
ス
ク
の
移
転
が
な
い
、
と
の

識
者
の
疑
問
が
示
さ
れ
、
ま
た
、
保
険
料
の
損
金
処
理
な
ど
保
険
と
し
て
の
利
点
が
享
受
で
き
る
一
方
で
、
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
「
資

金
や
剰
余
金
（
準
備
金
）
な
ど
の
額
が
一
般
の
保
険
会
社
に
較
べ
小
さ
く
、
リ
ス
ク
の
保
有
能
力
も
小
さ
く
、
安
定
性
も
脆
弱
で
あ
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図　企業グループ内再保険取引の例：パターン①から⑤
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る
」
と
し
て
、
納
税
者
の
主
張
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
最
高
裁
で
は
、
上
記
諸
点
に
つ
い
て
は
触
れ
て
い
な
い
。
識
者
の
疑
問
と

し
て
示
さ
れ
た
部
分
は
、
現
行
の
保
険
に
係
る
事
実
上
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
ボ
ッ
ク
ス
に
は
妥
当
す
る
が
、
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
実
態
の
一

部
に
過
ぎ
な
い
。
山
下
友
信
名
誉
教
授
は
、
こ
の
高
裁
判
決
を
受
け
て
、「
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
イ
コ
ー
ル
租
税
回
避
と
い
う
よ
う
な
見

方
を
す
べ
き
で
は
な
」
い
と
し（

（
（

、
そ
の
よ
う
な
見
方
は
、「
わ
が
国
の
企
業
か
ら
有
効
な
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
手
段
を
奪
う
こ

と
に
な
り
、
わ
が
国
の
企
業
の
国
際
的
競
争
力
を
失
わ
せ
る
こ
と
に
つ
な
が
る
」
と
批
判
す
る（

（
（

。

　

こ
の
東
京
高
裁
の
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
評
価
は
、
日
産
自
動
車
事
件
（
パ
タ
ー
ン
⑤
）
の
場
合
に
は
妥
当
し
な
い
。
日
産
自
動
車
事

件
地
裁
判
決
（
東
京
地
判
令
和
四
年
一
月
二
〇
日
税
務
訴
訟
資
料
二
七
二
号
順
号
一
三
六
六
一
）
で
は
、
デ
ン
ソ
ー
事
件
（
最
判
平
成
二
九

年
一
〇
月
二
四
日
民
集
七
一
巻
八
号
一
五
二
二
頁
）
を
引
用
し
て
、「
我
が
国
の
民
間
企
業
の
海
外
に
お
け
る
正
常
か
つ
合
理
的
な
経
済

活
動
を
阻
害
す
る
お
そ
れ
」
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
適
用
除
外
基
準
（
現
行
の
経
済
活
動
基
準
）
を
す
べ
て
満
た
す
場
合
に
は
、
Ｃ
Ｆ

Ｃ
税
制
を
適
用
し
な
い
と
し
て
い
る
。
日
産
自
動
車
事
件
の
場
合
、
納
税
者
は
非
関
連
者
基
準
を
充
足
せ
ず
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
適
用
と

な
っ
た
が
、
問
題
と
な
っ
た
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
取
引
規
模
（
係
争
年
度
の
収
入
保
険
料
総
額
五
億
二
五
〇
〇
万
米
ド
ル
強
）、
非
関
連
者

取
引
の
割
合
（
問
題
と
な
っ
た
外
国
関
連
者
間
再
保
険
取
引
を
の
ぞ
い
て
も
収
入
保
険
料
ベ
ー
ス
で
四
八
・
二
〇
％
）
か
ら
自
社
ま
た
は
自

社
グ
ル
ー
プ
の
み
を
対
象
と
し
て
保
険
を
引
き
受
け
て
い
る
の
で
は
な
い
こ
と
、
事
実
認
定
か
ら
は
明
ら
か
で
は
な
い
が
再
保
険
市

場
に
お
い
て
リ
ス
ク
分
散
を
し
て
い
る
と
思
わ
れ
る
こ
と（

（
（

、
メ
キ
シ
コ
の
第
三
者
保
険
会
社
か
ら
バ
ミ
ュ
ー
ダ
の
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
に

出
再
す
る
際
に
源
泉
徴
収
税
（
グ
ロ
ス
保
険
料
額
に
対
し
て
二
％
程
度
）
が
徴
収
さ
れ
て
い
た
可
能
性
が
あ
る
こ
と（

（
（

、
な
ど
の
諸
点
に

鑑
み
る
と
、
自
社
ま
た
は
自
社
グ
ル
ー
プ
内
の
保
険
リ
ス
ク
の
み
を
引
き
受
け
る
一
般
的
な
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
と
は
異
な
り
、
一
定
の

税
負
担
を
し
つ
つ
、「
正
常
か
つ
合
理
的
な
経
済
活
動
」
を
営
ん
で
い
る
と
評
価
で
き
る
余
地
は
十
分
に
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
、
む

し
ろ
非
関
連
者
基
準
が
枷
と
な
っ
て
そ
の
経
済
活
動
を
阻
害
す
る
お
そ
れ
が
ま
さ
に
存
在
す
る
事
例
と
い
え
よ
う
。
こ
れ
は
、
非
関

連
者
基
準
が
「
取
引
の
相
手
方
」
の
み
に
着
目
し
て
判
断
を
し
て
い
る
こ
と
（
日
産
自
動
車
事
件
の
地
裁
判
示
）
で
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
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経
済
活
動
の
正
当
な
評
価
が
で
き
て
い
な
い
こ
と
が
原
因
の
一
つ
に
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

2　

支
払
保
険
料
の
損
金
算
入
性

　

保
険
ま
た
は
再
保
険
に
関
す
る
定
義
規
定
は
、
保
険
法
お
よ
び
保
険
業
法
に
は
な
く
、
租
税
法
に
お
い
て
も
特
段
に
設
け
て
い
な

い
。
租
税
法
上
は
、「
保
険
業
法
に
規
定
す
る
（
生
命
／
損
害
）
保
険
会
社
と
締
結
し
た
保
険
契
約
」
と
い
う
文
言
で
は
明
示
さ
れ
て

お
り（

（1
（

、
少
な
く
と
も
、
保
険
取
引
の
相
手
方
は
保
険
業
法
上
の
保
険
会
社
（
保
険
業
法
二
条
二
項
）
ま
た
は
外
国
の
法
令
に
準
拠
し

て
外
国
に
お
い
て
保
険
業
を
行
う
外
国
保
険
業
者
（
保
険
業
法
二
条
六
項
）
を
想
定
し
て
い
る
。

　

第
三
者
が
介
在
す
る
企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
に
お
い
て
、
一
般
事
業
会
社
が
元
受
保
険
会
社
に
支
払
っ
た
保
険
料
の
損
金

算
入
に
つ
い
て
は
、
法
人
税
法
上
、
別
段
の
定
め
に
よ
る
制
限
規
定
な
ど
は
な
く
、「
現
行
の
み
な
し
処
理
」
で
あ
り
、
明
確
な
指

針
は
な
い
と
の
指
摘
が
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る（

（1
（

。
保
険
業
法
ま
た
は
外
国
法
の
規
制
を
受
け
る
保
険
会
社
と
締
結
し
た
保
険
契

約
に
基
づ
く
出
捐
で
あ
れ
ば
、
厳
密
な
損
金
性
の
判
断
を
す
る
こ
と
な
く
、
と
り
あ
え
ず
、
当
該
出
捐
は
、
法
人
税
法
上
、
費
用
た

る
保
険
料
と
し
て
、
公
正
妥
当
な
会
計
処
理
の
基
準
に
よ
り
、
期
間
の
経
過
に
応
じ
て
損
金
の
額
に
算
入
し
て
い
る
（
法
人
税
法
二

二
条
三
項
二
号
、
四
項
）
と
い
う
と
こ
ろ
で
あ
ろ
う
。
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
は
、「
保
険
会
社
と
い
う
法
形
式
を
と
っ
て
い
る
が
、
特
定
の

企
業
ま
た
は
企
業
グ
ル
ー
プ
と
の
間
で
の
み
外
形
的
に
は
保
険
取
引
の
法
形
式
を
と
っ
た
取
引
を
す
る
企
業
」
で
あ
り
、
そ
の
経
済

的
実
質
が
「
自
家
保
険
に
極
め
て
近
い
」（

（1
（

も
の
で
あ
っ
て
も
、
法
人
所
得
課
税
上
、
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
へ
の
直
接
ま
た
は
間
接
的
な
支

払
保
険
料
の
損
金
算
入
性
は
問
わ
れ
て
い
な
い
。
フ
ァ
イ
ナ
イ
ト
事
件
で
は
損
害
保
険
会
社
で
あ
る
内
国
法
人
が
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
に

支
払
っ
た
Ｅ
Ｌ
Ｃ
再
保
険
契
約
に
係
る
掛
捨
再
保
険
料
の
損
金
算
入
性
が
争
わ
れ
た
が
、
高
裁
判
決
で
は
、「
個
別
的
対
応
関
係
は

な
い
も
の
の
、
当
該
事
業
年
度
の
保
険
事
故
の
発
生
に
伴
い
受
け
取
る
べ
き
保
険
金
と
い
う
収
益
獲
得
の
た
め
に
費
消
さ
れ
た
財
貨
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と
し
て
法
人
税
法
二
二
条
三
項
柱
書
に
い
う
『
損
金
』
に
算
入
さ
れ
る
『
費
用
』（
同
項
二
号
）
に
該
当
す
る
。」
と
判
示
し
て
い
る（

（1
（

。

　

本
来
で
あ
れ
ば
、
支
払
保
険
料
の
損
金
算
入
性
を
厳
密
に
問
う
べ
き
と
こ
ろ
、
法
人
所
得
課
税
上
、
そ
の
判
断
を
放
棄
し
、
当
該

損
金
算
入
に
よ
る
税
負
担
の
減
少
を
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
に
よ
っ
て
対
処
し
よ
う
と
し
て
い
る
と
も
と
ら
え
ら
れ
る
。
そ
こ
で
、
第
三
章
で

は
日
本
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
上
の
保
険
特
例
を
概
観
し
、
こ
の
こ
と
を
検
証
す
る
。

3　

Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
上
の
保
険
特
例

　

一
九
九
六
年
（
平
成
八
年
）
保
険
業
法
改
正
に
よ
る
保
険
自
由
化
が
契
機
と
な
り
、
一
般
事
業
会
社
に
お
け
る
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
の
必
要
性
が
よ
り
一
層
認
識
さ
れ
、
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
海
外
設
立
が
進
ん
だ
と
さ
れ
る
が（

（1
（

、
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
設
立
地
は
軽
課

税
国
に
限
ら
な
い
。
米
国
で
は
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
や
ハ
ワ
イ
州
な
ど
の
州
法
に
よ
り
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
米
国
内
で
の
設
立
が
認
め

ら
れ
て
お
り
、
課
税
上
の
優
遇
措
置
も
あ
る
。
例
え
ば
、
ハ
ワ
イ
州
で
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
を
設
立
し
、
課
税
年
度
の
保
険
料
収
入
が
一

二
〇
万
ド
ル
以
下
で
あ
る
場
合
に
マ
イ
ク
ロ
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
特
例
（IRC

§831

（b

））
を
選
択
す
る
と
、
保
険
料
収
入
に
係
る
所
得
金

額
に
課
税
さ
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
日
本
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
租
税
負
担
割
合
に
よ
る
適
用
除
外
要
件
に
該
当
し
な
い
可
能
性
が
あ
る

（
末
廣
鉄
網
事
件
）。

　

日
本
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
に
お
け
る
保
険
業
を
対
象
と
す
る
特
別
規
定
の
う
ち
、
こ
こ
で
は
、
経
済
活
動
基
準
の
一
つ
で
あ
る
非
関
連

者
基
準
、
保
険
に
係
る
事
実
上
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
ボ
ッ
ク
ス
、
そ
し
て
、
部
分
合
算
課
税
の
対
象
と
な
る
保
険
所
得
を
取
り
上
げ
る（

（1
（

。

3
―
1　

非
関
連
者
基
準
と
改
正
経
緯

　

非
関
連
者
基
準
は
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
が
創
設
さ
れ
た
際
に
適
用
除
外
要
件
の
一
つ
と
し
て
導
入
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
保
険
業
を
含
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め
、
現
在
八
業
種
に
適
用
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
業
種
は
、
取
引
が
必
然
的
に
国
外
に
及
ぶ
た
め
、「
主
と
し
て
独
立
の
第
三

者
と
の
取
引
を
行
っ
て
い
れ
ば
そ
の
地
に
所
在
す
る
こ
と
の
経
済
合
理
性
を
認
め
得
る
」
と
さ
れ
る（

（1
（

。
保
険
業
の
場
合
は
、
各
事
業

年
度
の
収
入
保
険
料
の
合
計
額
の
う
ち
、
非
関
連
者
か
ら
の
収
入
保
険
料
が
五
〇
％
を
超
え
て
い
る
こ
と
が
判
断
基
準
と
な
っ
て
い

る
。​

　

パ
タ
ー
ン
②
の
よ
う
な
第
三
者
介
在
取
引
の
場
合
に
は
、
非
関
連
者
を
介
在
さ
せ
る
こ
と
に
つ
い
て
相
当
の
理
由
が
あ
る
と
認
め

ら
れ
る
場
合
を
除
き
、
当
該
取
引
は
関
連
者
と
の
間
に
お
い
て
直
接
行
わ
れ
た
も
の
と
み
な
し
て
非
関
連
者
基
準
を
適
用
す
る
旨
が

定
め
ら
れ
て
い
た
（
旧
租
特
令
三
九
条
の
一
一
七
第
九
項
）。
し
か
し
、「
保
険
業
特
有
の
取
引
で
あ
る
再
保
険
取
引
の
形
で
非
関
連
者

が
介
在
す
る
場
合
に
は
、
関
連
者
の
取
引
と
み
な
す
規
定
の
取
扱
い
が
不
明
確
」
と
さ
れ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
平
成
七
年
（
一
九
九

五
年
）
度
税
制
改
正
に
よ
り
、
非
関
連
者
か
ら
の
収
入
保
険
料
が
再
保
険
に
係
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
関
連
者
以
外
の
者
が
有

す
る
資
産
又
は
関
連
者
以
外
の
者
が
負
う
損
害
賠
償
責
任
を
保
険
の
目
的
と
す
る
保
険
に
係
る
収
入
保
険
料
に
限
定
さ
れ
た
（
租
特

令
三
九
条
の
一
四
の
三
第
二
八
項
五
号
イ
括
弧
書
き
）（

（1
（

。
一
般
事
業
会
社
は
、
海
外
直
接
付
保
規
制
（
保
険
業
法
一
八
六
条
一
項
）
に
よ
り
、

内
国
法
人
で
あ
る
保
険
会
社
（
第
三
者
）
と
日
本
国
内
の
保
険
リ
ス
ク
に
関
す
る
元
受
保
険
契
約
を
締
結
す
る
し
か
な
い
の
が
現
状

で
あ
る
と
こ
ろ
（
パ
タ
ー
ン
②
か
ら
④
）、
こ
の
改
正
で
は
、「
国
内
の
親
会
社
が
実
質
的
に
は
海
外
子
会
社
に
保
険
料
を
支
払
う
ケ

ー
ス
で
も
、
直
接
の
保
険
契
約
と
す
る
の
で
は
な
く
、
い
っ
た
ん
非
関
連
者
と
の
保
険
契
約
を
結
ぶ
ス
キ
ー
ム
と
す
る
こ
と
に
よ
り

非
関
連
者
基
準
が
充
足
さ
れ
る
と
解
釈
さ
れ
る
懸
念
」
か
ら
、「
保
険
契
約
に
よ
っ
て
担
保
さ
れ
る
保
険
危
険
の
過
半
が
非
関
連
者

の
財
産
等
に
係
る
も
の
か
ど
う
か
」（

（1
（

が
判
断
基
準
と
さ
れ
た​

。
つ
ま
り
、
親
会
社
の
国
内
保
険
リ
ス
ク
に
係
る
保
険
料
を
、
第
三
者

を
介
し
て
外
国
再
保
険
子
会
社
に
支
払
う
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
が
、
平
成
七
年
度
改
正
に
よ
り
挿
入
さ
れ
た
上
記
規
定
括
弧
書
き

内
の
文
言
に
「
国
内
保
険
リ
ス
ク
」
の
よ
う
な
限
定
は
付
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
国
外
保
険
リ
ス
ク
に
係
る
外
国
間
再
保
険
取
引
も

対
象
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
る
（
パ
タ
ー
ン
⑤
）。
さ
ら
に
先
の
規
定
で
い
う
「
相
当
の
理
由
」
の
範
囲
が
必
ず
し
も
明
確
で
は
な
か
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っ
た
た
め
、
平
成
二
九
年
（
二
〇
一
七
年
）
度
税
制
改
正
に
よ
っ
て
、
取
引
対
象
と
な
る
資
産
等
が
「
関
連
者
か
ら
非
関
連
者
を
介

し
て
外
国
関
係
会
社
に
移
転
等
を
さ
れ
る
こ
と
が
あ
ら
か
じ
め
定
ま
っ
て
い
る
場
合
」
に
は
、
非
関
連
者
と
外
国
関
係
会
社
と
の
取

引
は
関
連
者
取
引
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
（
租
特
令
三
九
条
の
一
四
の
三
第
二
九
項
）（

（1
（

。

　

令
和
元
年
（
二
〇
一
九
年
）
度
税
制
改
正
で
は
、「
現
地
で
保
険
業
を
営
む
外
国
関
係
会
社
が
、
グ
ル
ー
プ
の
資
本
の
効
率
化
等
の

観
点
か
ら
、
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
を
通
じ
て
引
き
受
け
た
リ
ス
ク
の
再
配
分
を
行
う
」
一
方
で
、「
グ
ル
ー
プ
内
の
再
保
険
取

引
に
つ
い
て
は
、
保
険
引
受
け
に
よ
る
所
得
を
保
険
リ
ス
ク
の
所
在
地
国
か
ら
別
の
国
に
容
易
に
移
転
で
き
る
と
い
う
意
味
で
、
租

税
回
避
リ
ス
ク
が
高
い
と
い
う
側
面
」
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
特
定
保
険
受
託
者
又
は
特
定
保
険
委
託
者
が
引
き
受
け
る
一
定
の
要
件

を
満
た
す
再
保
険
取
引
に
係
る
再
保
険
料
に
限
り
、
関
連
者
か
ら
収
入
す
る
保
険
料
に
該
当
し
な
い
こ
と
と
す
る
改
正
が
行
わ
れ
て

い
る
（
租
特
令
三
九
条
の
一
四
の
三
第
二
八
項
五
号
ロ
）（

（2
（

。

3
―
2　

保
険
に
係
る
事
実
上
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
ボ
ッ
ク
ス
と
保
険
所
得

　

令
和
元
年
度
税
制
改
正
で
は
、
さ
ら
に
、
保
険
に
係
る
事
実
上
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
ボ
ッ
ク
ス
（
租
特
法
六
六
条
の
六
第
二
項
二
号

ハ
）
が
導
入
さ
れ
る
と
と
も
に
、
部
分
合
算
課
税
の
対
象
に
保
険
所
得
（
同
条
六
項
七
号
の
二
、
租
特
令
三
九
条
の
一
七
の
三
第
一
七

項
・
第
一
八
項
）
が
新
た
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

保
険
に
係
る
事
実
上
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
ボ
ッ
ク
ス
は
、
①
収
入
保
険
料
の
合
計
額
に
占
め
る
非
関
連
者
等
収
入
保
険
料
の
合
計
額

の
割
合
が
一
〇
％
未
満
で
あ
る
こ
と
、
お
よ
び
、
②
関
連
者
等
収
入
保
険
料
の
合
計
額
に
占
め
る
非
関
連
者
等
支
払
再
保
険
料
合
計

額
が
五
〇
％
未
満
で
あ
る
こ
と
の
二
つ
の
要
件
を
満
た
す
外
国
関
係
会
社
で
あ
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
特
に
租
税
回
避
リ
ス
ク
が
高

い
事
実
上
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
ボ
ッ
ク
ス
と
し
て
、
会
社
単
位
の
合
算
課
税
の
対
象
と
な
る
。
①
の
要
件
は
、「
関
連
者
か
ら
の
収
入

保
険
料
が
大
部
分
を
占
め
て
い
る
た
め
に
そ
の
引
き
受
け
る
保
険
リ
ス
ク
の
大
部
分
が
関
連
者
の
有
す
る
リ
ス
ク
」
で
あ
る
こ
と
、
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そ
し
て
②
の
要
件
は
、「
引
き
受
け
た
保
険
リ
ス
ク
の
多
く
を
自
ら
抱
え
込
ん
で
い
る
た
め
に
、
保
険
に
お
け
る
リ
ス
ク
の
移
転
や

分
散
と
い
っ
た
重
要
な
機
能
を
果
た
し
て
い
る
と
考
え
に
く
い
」
こ
と
の
判
断
基
準
と
な
っ
て
い
る（

（2
（

。
①
の
要
件
で
い
う
非
関
連
者

等
収
入
保
険
料
が
再
保
険
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該
収
入
保
険
料
に
非
関
連
者
基
準
と
同
じ
限
定
が
付
さ
れ
て
い
る
（
租
特

令
三
九
条
の
一
四
の
三
第
一
三
項
一
号
）。​

　

令
和
元
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
、
保
険
所
得
が
新
た
に
部
分
合
算
課
税
の
対
象
と
さ
れ
た
。
そ
の
理
由
は
、
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
行
動
3

最
終
報
告
書
に
お
い
て
、
保
険
所
得
は
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
リ
ス
ク
の
高
い
所
得
類
型
と
さ
れ
て
お
り
、
諸
外
国
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
で
も
基
本
的

に
合
算
対
象
所
得
と
し
て
い
る
こ
と
に
あ
る（

（2
（

。
保
険
所
得
の
金
額
は
、
各
事
業
年
度
の
収
入
保
険
料
か
ら
支
払
再
保
険
料
を
控
除
し

た
正
味
の
収
入
保
険
料
と
、
支
払
保
険
金
か
ら
収
入
し
た
再
保
険
金
を
控
除
し
た
正
味
の
支
払
再
保
険
金
の
額
と
の
差
額
に
相
当
す

る
金
額
で
あ
る
。

3
―
3　

問
題
の
所
在

　

非
関
連
者
基
準
も
保
険
に
係
る
事
実
上
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
ボ
ッ
ク
ス
も
、
取
引
の
相
手
方
が
非
関
連
者
か
否
か
に
着
目
し
て
適
用

の
可
否
が
判
断
さ
れ
る
。
保
険
所
得
の
場
合
は
、
取
引
の
相
手
方
を
含
め
て
何
ら
限
定
は
さ
れ
て
い
な
い
。

　

昭
和
五
三
年
（
一
九
七
八
年
）
制
度
創
設
当
時
の
説
明
に
よ
れ
ば
、「
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
対
策
税
制
の
目
的
は
、
軽
課
税
国
…
…

に
あ
る
子
会
社
等
で
我
が
国
株
主
に
よ
り
支
配
さ
れ
て
い
る
よ
う
な
も
の
に
我
が
国
株
主
が
所
得
を
留
保
し
、
我
が
国
で
の
税
負
担

を
不
当
に
軽
減
す
る
こ
と
を
規
制
す
る
こ
と
」（

（2
（

と
さ
れ
て
い
る
。
平
成
二
一
年
（
二
〇
〇
九
年
）
度
税
制
改
正
に
よ
る
外
国
子
会
社

配
当
益
金
不
算
入
制
度
（
法
人
税
法
二
三
条
の
二
）
の
創
設
後​

は
、「
端
的
に
日
本
の
課
税
ベ
ー
ス
の
浸
食
へ
の
対
抗
措
置
」
と
し
て

制
度
を
と
ら
え
る
考
え
方
が
有
力
と
す
る
見
解
が
あ
る（

（2
（

。
こ
の
見
解
は
、「『
我
が
国
株
主
』
の
所
得
が
過
少
に
現
れ
て
い
る
こ
と
こ

そ
が
、
タ
ッ
ク
ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
対
策
税
制
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
」
で
あ
る
と
の
見
解
と
も
通
じ
よ
う（

（2
（

。
た
だ
し
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
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行
動
3
最
終
報
告
書
を
も
と
に
、
平
成
二
九
年
（
二
〇
一
七
年
）
度
税
制
改
正
に
よ
る
部
分
適
用
対
象
金
額
の
範
囲
の
拡
充
を

「foreign-to-foreign stripping

へ
の
対
応
の
実
質
的
強
化
」
と
評
価
し
、
日
本
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
が
親
会
社
居
住
地
国
の
「
課
税
ベ

ー
ス
を
浸
食
す
る
偽
装
的
な
所
得
移
転
を
捕
捉
す
る
」
制
度
と
も
異
質
で
あ
る
と
す
る
指
摘
も
あ
る（

（2
（

。
日
本
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
は
国
外

リ
ス
ク
に
係
る
外
国
間
再
保
険
取
引
ま
で
も
対
象
と
し
て
い
る
と
考
え
る
べ
き
な
の
だ
ろ
う
か
。
パ
タ
ー
ン
⑤
の
場
合
に
は
、
現
行

法
令
の
素
直
な
解
釈
か
ら
は
当
該
取
引
を
も
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
対
象
に
取
り
込
ん
で
し
ま
う
結
果
と
な
ら
ざ
る
を
得
な
い
。
し
か
し
、

日
本
の
税
源
浸
食
が
な
い
（
保
険
料
の
支
払
が
な
い
）
場
合
に
ま
で
適
用
す
べ
き
な
の
か
は
疑
問
で
あ
る
。
こ
の
点
に
関
し
て
は
、

す
で
に
論
じ
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る（

（2
（

。
そ
こ
で
は
、foreign-to-foreign stripping

も
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
対
象
と
す
る
こ
と
に

積
極
的
な
見
解（

（2
（

と
消
極
的
な
見
解（

（2
（

が
示
さ
れ
て
い
る
が
、
本
稿
の
立
場
は
後
者
の
見
解
に
近
い
。
こ
の
こ
と
は
、
外
国
間
再
保
険
取

引
の
当
事
国
の
一
方
（
第
三
国
）
が
税
源
浸
食
対
抗
策
と
し
て
、
米
国
の
連
邦
消
費
税
や
メ
キ
シ
コ
の
源
泉
徴
収
税
の
よ
う
な
税
を

課
し
て
い
る
場
合
に
は
顕
著
で
あ
る
。
企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
へ
の
適
用
に
際
し
て
は
、「
日
本
の
課
税
ベ
ー
ス
の
浸
食
」

も
し
く
は
「『
我
が
国
株
主
』
の
所
得
が
過
少
」
と
な
る
事
象
ま
た
は
そ
の
基
因
と
な
る
日
本
と
の
何
ら
か
の
結
び
つ
き
（N

exus

）

が
必
要
で
あ
る
と
考
え
る
。

　

そ
こ
で
、
米
国
制
度
を
参
考
に
し
て
検
討
し
た
い
。
米
国
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
は
イ
ン
カ
ム
ア
プ
ロ
ー
チ
を
採
用
し
保
険
所
得
を
対
象

と
し
て
い
る
と
こ
ろ
、
二
〇
一
七
年
に
資
本
参
加
免
税
制
度
を
導
入
し
て
い
る
。
日
本
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
は
元
来
エ
ン
テ
ィ
テ
ィ
ア
プ

ロ
ー
チ
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
一
〇
年
に
一
部
イ
ン
カ
ム
ア
プ
ロ
ー
チ
を
採
用
し
、
二
〇
一
九
年
に
部
分
合
算
課
税
対
象
と
な
る
受
動

的
所
得
に
保
険
所
得
を
含
め
て
い
る
。
ま
た
、
二
〇
〇
九
年
に
外
国
子
会
社
配
当
益
金
不
算
入
制
度
を
導
入
し
て
い
る
。
本
稿
が
論

点
と
す
る
の
は
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
に
お
け
る
パ
タ
ー
ン
⑤
の
国
外
保
険
リ
ス
ク
に
係
る
外
国
間
再
保
険
取
引
の
考
慮
で
あ
る
。
米
国
と

の
比
較
は
、
直
接
的
に
は
、
保
険
所
得
に
限
定
さ
れ
る
も
の
の
、
間
接
的
に
は
非
関
連
者
基
準
・
保
険
に
係
る
事
実
上
の
キ
ャ
ッ
シ

ュ
・
ボ
ッ
ク
ス
に
も
応
用
で
き
る
可
能
性
が
あ
る
。
次
章
で
は
、
米
国
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
対
象
で
あ
る
保
険
所
得
（Insurance 
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e

）
に
焦
点
を
当
て
て
、
概
括
す
る
。

（　

米
国
のSubpart F

ル
ー
ル
と
保
険
所
得

　

米
国
で
は
、
国
外
へ
の
再
保
険
料
の
支
払
に
関
し
て
は
、
内
国
歳
入
法
典
上
、
重
畳
的
に
制
限
規
定
を
設
け
て
お
り
、
国
境
を
跨

ぐ
再
保
険
取
引
に
厳
格
に
対
処
し
よ
う
と
す
る
態
度
が
う
か
が
え
る
。
そ
の
制
限
規
定
は
、
一
九
四
二
年
歳
入
法
（Revenue A

ct 

of 19（2

）
で
導
入
さ
れ
た
外
国
保
険
会
社
へ
の
保
険
料
の
支
払
に
対
す
る
連
邦
消
費
税
の
課
税
（IRC

§（3（1

）、
一
九
六
二
年
歳
入

法
（Revenue A

ct of 19（2
）
に
よ
り
創
設
さ
れ
たSubpart F

ル
ー
ル
に
お
け
る
保
険
所
得
の
米
国
株
主
へ
の
合
算
課
税
（IRC

§

953

）、
一
九
八
四
年
財
政
赤
字
削
減
法
（D

eficit Reduction A
ct of 198（

）
で
創
設
さ
れ
た
再
保
険
取
引
に
係
る
租
税
回
避
否
認
規

定
（IRC

§8（5

）（
（3
（

、
二
〇
一
七
年
税
制
改
革
法
（T

ax Cuts and Jobs A
ct

）
で
創
設
さ
れ
た
外
国
関
連
者
へ
支
払
っ
た
再
保
険
料
に

対
す
る
ミ
ニ
マ
ム
課
税
（BEA

T

（Base Erosion and A
nti-A

buse T
ax

））（IRC

§59A

（d

）（3�

））、
で
あ
る
。
以
下
で
は
、

Subpart F

ル
ー
ル
の
保
険
所
得
と
連
邦
消
費
税
に
つ
い
て
概
観
す
る
。

4
―
1　

Subpart F

ル
ー
ル
導
入
の
背
景

　

米
国
で
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
は
、Subpart F

ル
ー
ル
（IRC
§§951-9（5

）
と
称
さ
れ
、
特
定
の
所
得
を
対
象
と
す
る
イ
ン
カ
ム
ア
プ

ロ
ー
チ
を
採
用
し
て
い
る（

（3
（

。Subpart F

ル
ー
ル
の
導
入
は
、
一
九
六
一
年
四
月
の
ジ
ョ
ン
・
Ｆ
・
ケ
ネ
デ
ィ
大
統
領
の
教
書（

（3
（

で
の

提
案
に
よ
る
。
米
国
は
、
戦
後
復
興
期
に
、
海
外
投
資
に
対
す
る
税
制
上
の
優
遇
措
置
を
与
え
て
き
た
が
、
欧
州
・
日
本
の
復
興
が

完
了
し
、
も
は
や
経
済
先
進
国
へ
の
投
資
に
対
す
る
外
交
政
策
上
の
理
由
は
な
く
な
っ
た
一
方
で
、
国
内
投
資
を
強
化
し
て
経
済
を

刺
激
し
、
設
備
の
近
代
化
を
図
る
と
と
も
に
、
国
際
収
支
赤
字
を
改
善
す
る
こ
と
が
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い
た（

（3
（

。
そ
こ
で
、
投
資
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に
対
す
る
税
制
上
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
は
、
発
展
途
上
国
に
つ
い
て
は
継
続
す
る
も
の
の
、
ラ
イ
セ
ン
ス
や
保
険
な
ど
一
般
的
に
タ

ッ
ク
ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
を
利
用
す
る
傾
向
に
あ
る
活
動
に
対
し
て
は
課
税
繰
延
の
特
権
を
与
え
る
正
当
な
理
由
は
な
い
と
し
て
、
発
展

途
上
国
で
あ
っ
て
も
当
該
特
権
を
廃
止
す
る
こ
と
を
提
案
し
た（

（3
（

。
こ
れ
を
受
け
て
創
設
さ
れ
た
の
が
、
一
九
六
二
年
歳
入
法
に
よ
る

Subpart F
ル
ー
ル
で
あ
り
、
タ
ッ
ク
ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
の
濫
用
ま
た
は
一
定
の
外
国
所
得
（Subpart F

所
得
）
に
対
す
る
課
税
繰

延
を
終
焉
さ
せ
る
目
的
で
導
入
さ
れ
た
も
の
で
あ
る（

（3
（

。

　

創
設
当
初
のSubpart F

所
得
は
、
保
険
所
得
と
外
国
基
地
会
社
所
得
の
二
種
類
で
あ
り
、
当
時
か
ら
そ
の
筆
頭
に
保
険
所
得

が
置
か
れ
て
い
る
（IRC
§952
（a

）（1�

））。Subpart F

ル
ー
ル
は
、
改
正
を
重
ね
、
相
当
複
雑
な
制
度
に
な
っ
て
い
る
と
こ
ろ
、
二

〇
一
七
年
税
制
改
革
法
に
よ
り
、
新
た
にGILT

I

（Global intangible low
-taxed incom

e included in gross incom
e of U

nited 

States shareholders

）
が
追
加
さ
れ
て
い
る
（IRC

§951A

）。

　

保
険
所
得
創
設
の
契
機
と
さ
れ
る
の
が
、
一
九
五
九
年
の
生
命
保
険
会
社
所
得
課
税
法
（Life Insurance Com

pany Incom
e 

T
ax A

ct of 1959

）
制
定
で
あ
る（

（3
（

。
こ
れ
に
よ
り
、
生
命
保
険
会
社
の
保
険
引
受
利
益
が
米
国
の
所
得
課
税
に
服
す
こ
と
に
な
っ
た

こ
と
か
ら
、
米
国
企
業
の
な
か
に
は
、
外
国
保
険
子
会
社
に
自
己
の
リ
ス
ク
を
引
き
受
け
さ
せ
る
ほ
う
が
有
利
だ
と
考
え
る
も
の
も

現
わ
れ
た（

（3
（

。
資
本
に
裏
打
ち
さ
れ
た
保
険
取
引
は
、
国
内
外
ど
こ
で
も
で
き
る
た
め
、
例
え
ば
、
米
国
企
業
が
、
バ
ミ
ュ
ー
ダ
で
保

険
子
会
社
を
設
立
し
、
当
該
保
険
子
会
社
へ
支
払
っ
た
保
険
料
は
米
国
の
所
得
か
ら
控
除
さ
れ
る
一
方
で
、
バ
ミ
ュ
ー
ダ
の
保
険
子

会
社
の
保
険
引
受
所
得
と
投
資
所
得
は
所
得
課
税
さ
れ
ず
に
累
積
さ
れ
る
と
い
う（

（3
（

、
税
制
上
の
メ
リ
ッ
ト
を
享
受
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
こ
の
よ
う
な
国
際
保
険
ス
キ
ー
ム
に
よ
る
ド
ル
流
出
に
対
抗
し
、
失
わ
れ
た
歳
入
に
対
す
る
課
税
権
を
取
り
戻
す
た
め
に
、
保

険
所
得
がSubpart F

所
得
の
一
つ
と
し
て
導
入
さ
れ
た（

（3
（

。
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4
―
2　

保
険
所
得

4
―
2
―
1　

概　

要

　

Subpart F

所
得
は
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
（Controlled foreign corporations

）
の
米
国
株
主
の
持
ち
分
に
応
じ
て
、
当
該
株
主
の
総
所
得

に
合
算
し
て
課
税
さ
れ
る
（IRC

§951

）。
Ｃ
Ｆ
Ｃ
が
米
国
内
で
行
う
取
引
ま
た
は
事
業
に
実
質
的
に
関
連
す
る
米
国
源
泉
所
得
は
、

Subpart F
所
得
に
含
ま
れ
な
い
（IRC

§952

（b

））。

　

Subpart F
ル
ー
ル
で
は
、
一
般
的
な
オ
フ
シ
ョ
ア
保
険
と
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
に
よ
る
米
国
株
主
お
よ
び
そ
の
関
連
者
の
リ
ス
ク
に
係
る

保
険
（
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
保
険
）
と
を
区
別
し
、
後
者
へ
の
課
税
を
よ
り
強
化
し
て
い
る（

（4
（

。
例
え
ば
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
判
定
基
準
で
あ
る
。
Ｃ

Ｆ
Ｃ
は
、
原
則
と
し
て
、
総
議
決
権
（
ま
た
は
株
式
の
総
価
値
）
の
五
〇
％
超
が
米
国
株
主
に
所
有
さ
れ
て
い
る
外
国
法
人
で
あ
る

（IRC

§95（

（a

））。
た
だ
し
、
保
険
業
を
営
む
Ｃ
Ｆ
Ｃ
の
場
合
は
二
五
％
超
（IRC

§95（

（b

））
に
引
き
下
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
閾
値

の
引
き
下
げ
は
、IRC

§953

（e

）（2�
）
に
い
う
免
税
契
約
（exem

pt contract

）
以
外
の
保
険
ま
た
は
再
保
険
か
ら
受
け
取
る
保
険
料

総
額
が
、
全
リ
ス
ク
に
係
る
保
険
料
総
額
の
七
五
％
を
超
え
る
場
合
に
の
み
適
用
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
場
合
に
は

こ
の
限
定
条
件
は
な
く
、
二
五
％
以
上
を
基
準
に
判
断
さ
れ
る
（IRC

§953

（c

）（1�

）（B

））。
こ
の
閾
値
の
引
き
下
げ
に
よ
っ
て
、
保

険
業
を
米
国
の
課
税
対
象
外
と
す
る
こ
と
は
、
他
の
事
業
よ
り
も
は
る
か
に
難
し
い
と
の
指
摘
が
あ
る（

（4
（

。

　

保
険
所
得
は
、
保
険
ま
た
は
再
保
険
に
基
因
す
る
も
の
で
あ
り
、
当
該
所
得
が
国
内
保
険
会
社
の
所
得
で
あ
っ
た
と
す
れ
ば
米
国

で
課
税
さ
れ
る
も
の
を
い
い
（IRC

§953

（a

）（1�

））、
免
税
保
険
所
得
（exem

pt insurance incom
e

）
が
除
か
れ
て
い
る
（IRC

§953

（a

）（2�

））。
一
九
六
二
年
歳
入
法
に
よ
る
創
設
当
時
か
ら
一
九
八
六
年
税
制
改
正
法
（T

ax Reform
 A

ct of 198（

）
に
よ
る
改
正
ま

で
は
、「
米
国
リ
ス
ク
に
係
る
保
険
か
ら
生
じ
る
所
得
」
を
対
象
と
し
、「
米
国
リ
ス
ク
」
は
、
米
国
内
に
所
在
す
る
財
産

（property

）、
米
国
内
で
の
活
動
か
ら
生
じ
る
責
任
（liability

）、
ま
た
は
米
国
の
居
住
者
の
生
命
（lives

）・
健
康
（health

）
に
関

係
す
る
リ
ス
ク
と
さ
れ
て
い
た
が
、
一
九
八
六
年
改
正
に
よ
り
「
保
険
所
得
」
に
改
正
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
改
正
は
、
保
険
会
社
の
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設
立
国
以
外
の
リ
ス
ク
か
ら
生
じ
る
保
険
所
得
に
つ
い
て
は
、
そ
の
リ
ス
ク
が
米
国
内
に
所
在
す
る
か
否
か
、
被
保
険
者
が
関
連
者

で
あ
る
か
否
か
に
関
わ
ら
ず
、
即
時
課
税
の
対
象
と
す
べ
き
だ
と
い
う
議
会
の
判
断
に
よ
る（

（4
（

。
そ
の
理
由
は
、
保
険
所
得
は
タ
ッ
ク

ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
に
設
立
さ
れ
た
法
人
を
通
じ
て
容
易
に
迂
回
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、Subpart F

ル
ー
ル
が
対
象
と
す
る
移

動
性
の
高
い
所
得
類
型
に
該
当
し
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
が
そ
の
設
立
国
以
外
の
リ
ス
ク
を
引
き
受
け
る
場
合
に
は
主
と
し
て
課
税
上
の
理
由
で

保
険
所
得
を
迂
回
さ
せ
て
い
る
と
み
な
す
の
が
相
当
で
あ
る
か
ら
だ
と
さ
れ
て
い
る（

（4
（

。

4
―
2
―
2　

免
税
保
険
所
得

　

免
税
保
険
所
得
は
、
適
格
保
険
会
社
（
そ
の
支
店
を
含
む
。
以
下
同
じ
。）
が
米
国
外
で
免
税
契
約
に
係
る
保
険
ま
た
は
再
保
険
を

引
き
受
け
る
こ
と
で
得
ら
れ
る
所
得
で
あ
り
、
適
格
保
険
会
社
の
本
国
（hom

e country

：
設
立
国
の
こ
と
）（IRC

§953

（e

）（（�

））

の
課
税
上
、
当
該
本
国
で
稼
得
し
た
所
得
と
さ
れ
る
も
の
を
い
う
（IRC

§953

（e

））。
す
な
わ
ち
、
本
国
で
適
切
に
課
税
さ
れ
る
も

の
は
保
険
所
得
か
ら
除
か
れ
る
。
免
税
契
約
は
、
米
国
外
の
財
産
、
米
国
外
の
活
動
か
ら
生
じ
る
責
任
、
米
国
外
の
居
住
者
の
生
命

ま
た
は
健
康
に
関
係
す
る
保
険
契
約
を
い
う
（IRC
§953

（e

）（2�

）（A

））。
た
だ
し
、
次
の
最
低
本
国
所
得
要
件
と
実
質
活
動
要
件

を
充
足
す
る
も
の
に
限
ら
れ
て
い
る
。

　

最
低
本
国
所
得
要
件
は
、
適
格
保
険
会
社
が
免
税
契
約
か
ら
受
け
取
る
正
味
収
入
保
険
料
（net w

ritten prem
ium

：
収
入
保
険

料
か
ら
支
払
再
保
険
料
を
控
除
し
た
も
の
）
の
三
〇
％
超
が
、
非
関
連
者
に
係
る
適
用
対
象
本
国
リ
ス
ク
（applicable hom

e country 

risk

）
を
カ
バ
ー
す
る
契
約
に
よ
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
（IRC

§953
（e
）（2�
）（B

））。
適
用
対
象
本
国
リ
ス
ク
は
、
適
格
保
険
会
社

の
本
国
の
財
産
、
本
国
の
活
動
か
ら
生
じ
る
責
任
、
本
国
の
居
住
者
の
生
命
ま
た
は
健
康
に
関
係
す
る
リ
ス
ク
で
あ
る
。
適
格
保
険

会
社
は
、
本
国
で
保
険
会
社
と
し
て
の
規
制
を
受
け
、
か
つ
、
本
国
で
非
関
連
者
に
保
険
ま
た
は
再
保
険
を
販
売
す
る
た
め
に
本
国

の
保
険
規
制
当
局
か
ら
許
認
可
ま
た
は
規
制
を
受
け
て
い
る
Ｃ
Ｆ
Ｃ
で
あ
り
、
そ
の
支
店
を
含
め
た
正
味
収
入
保
険
料
総
額
の
五
〇
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％
超
が
非
関
連
者
に
係
る
適
用
対
象
本
国
リ
ス
ク
を
カ
バ
ー
す
る
契
約
に
よ
る
も
の
を
い
う
（IRC

§953

（e

）（3�

））。

　

ま
た
、
実
質
活
動
要
件
で
は
、
適
格
保
険
会
社
が
発
行
す
る
契
約
で
適
用
対
象
本
国
リ
ス
ク
以
外
の
リ
ス
ク
を
カ
バ
ー
す
る
も
の

は
、
適
格
保
険
会
社
が
本
国
で
実
体
の
あ
る
保
険
事
業
活
動
を
行
っ
て
お
り
、
当
該
契
約
に
よ
っ
て
所
得
を
稼
得
す
る
活
動
の
す
べ

て
を
実
質
的
に
本
国
で
行
っ
て
い
る
場
合
に
、
免
税
契
約
と
さ
れ
る
（IRC

§953

（e

）（2�

）（C

））。

　

さ
ら
に
、
最
低
本
国
所
得
要
件
と
適
格
保
険
会
社
該
当
性
の
判
断
に
関
し
て
は
、
濫
用
防
止
規
定
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
保
険
契

約
ま
た
は
再
保
険
契
約
の
保
険
契
約
者
・
被
保
険
者
・
受
取
人
が
米
国
居
住
者
で
あ
り
、
当
該
契
約
が
当
該
居
住
者
向
け
に
米
国
外

の
リ
ス
ク
を
カ
バ
ー
す
る
た
め
に
販
売
さ
れ
て
い
る
場
合
、
ま
た
は
、
適
格
保
険
会
社
が
米
国
内
外
の
リ
ス
ク
を
カ
バ
ー
す
る
契
約

に
関
す
る
同
時
記
録
（contem

poraneous records

）
を
管
理
し
て
お
ら
ず
、
財
務
長
官
が
要
求
す
る
報
告
書
を
提
出
し
な
い
場
合

に
は
、
当
該
契
約
は
免
税
契
約
と
さ
れ
な
い
（IRC

§953

（e

）（（�

）（D

））。
ま
た
関
連
者
が
引
き
受
け
た
元
受
保
険
契
約
ま
た
は
再
保

険
契
約
を
再
保
険
す
る
契
約
か
ら
の
保
険
料
は
、
正
味
保
険
料
の
計
算
上
、
考
慮
し
な
い
（IRC

§953

（e

）（（�

）（F

））。
こ
れ
は
、
関

連
者
間
再
保
険
取
引
を
利
用
し
て
正
味
保
険
料
の
額
を
調
整
す
る
こ
と
を
防
止
す
る
効
果
が
あ
る
。
日
本
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
に
お
け
る

保
険
所
得
に
は
こ
の
よ
う
な
考
慮
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

4
―
2
―
3　

キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
に
対
す
る
特
別
規
定

　

一
九
八
六
年
改
正
に
よ
り
、
税
制
が
予
定
し
て
い
な
い
課
税
便
益
を
享
受
し
て
い
た
一
定
の
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
に
対
す
る
課
税
強
化

が
な
さ
れ
た
。
改
正
前
で
は
、
例
え
ば
、
バ
ル
バ
ド
ス
を
拠
点
と
す
る
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
が
、
複
数
の
米
国
株
主
に
所
有
さ
れ
て
い
る

場
合
に
、Subpart F

に
よ
る
即
時
課
税
を
免
れ
、
米
国
と
バ
ル
バ
ド
ス
の
租
税
条
約
に
よ
り
米
国
の
連
邦
消
費
税
が
免
除
さ
れ（

（4
（

、

さ
ら
に
、
バ
ル
バ
ド
ス
で
は
国
内
法
に
よ
り
免
許
を
受
け
た
保
険
会
社
を
非
課
税
と
し
て
い
た
た
め
、
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
が
稼
得
し
た

所
得
に
は
全
く
課
税
が
さ
れ
な
い
状
態
に
あ
っ
た
。
ま
た
、Revenue Ruling （8-338

に
よ
れ
ば
、
外
国
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
が
複
数
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の
非
関
連
者
で
あ
る
少
数
米
国
株
主
等
に
の
み
保
険
を
提
供
し
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
当
該
米
国
株
主
が
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
に
支

払
っ
た
保
険
料
は
損
金
算
入
さ
れ
て
い
た（

（4
（

。
そ
こ
で
、
一
九
八
六
年
改
正
で
は
、
米
国
納
税
者
が
第
三
者
と
共
同
で
外
国
キ
ャ
プ
テ

ィ
ブ
を
所
有
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
米
国
株
主
の
所
有
要
件
の
充
足
を
免
れ
、Subpart F

ル
ー
ル
の
適
用
を
回
避
す
る
こ
と
を
制
限

す
る
た
め
、
一
定
の
関
連
者
保
険
所
得
に
該
当
す
る
場
合
に
、Subpart F

の
米
国
株
主
の
所
有
要
件
を
五
〇
％
超
か
ら
二
五
％
超

に
引
き
下
げ
る
こ
と
に
し
た（

（4
（

（
（
―
2
―
1
参
照
）。

　

関
連
者
保
険
所
得
は
、
保
険
所
得
の
う
ち
、
米
国
株
主
ま
た
は
そ
の
関
連
者
を
直
接
ま
た
は
間
接
的
に
付
保
す
る
保
険
ま
た
は
再

保
険
に
基
因
す
る
も
の
を
い
う
（IRC

§953

（c

）（2�

））。
た
だ
し
、
外
国
保
険
会
社
に
よ
る
保
険
ま
た
は
再
保
険
に
係
る
被
保
険
者
ま

た
は
そ
の
関
連
者
が
当
該
外
国
保
険
会
社
の
総
議
決
権
お
よ
び
総
価
値
の
い
ず
れ
も
二
〇
％
未
満
を
所
有
す
る
場
合
（IRC

§953

（c

）

（3�

）（A

））、
ま
た
は
、
関
連
者
保
険
所
得
が
、
保
険
所
得
の
二
〇
％
未
満
で
あ
る
場
合
（IRC

§953

（c

）（3�

）（B

））
に
は
適
用
し
な

い
。
さ
ら
に
、
関
連
者
保
険
所
得
を
米
国
内
の
取
引
ま
た
は
事
業
に
実
質
的
に
関
連
す
る
所
得
と
す
る
こ
と
、
か
つ
、
租
税
条
約
に

基
づ
く
関
連
者
保
険
所
得
に
関
す
る
す
べ
て
の
恩
典
を
放
棄
す
る
こ
と
を
選
択
し
た
場
合
に
は
適
用
し
な
い
（IRC

§953

（c

）（3�

）

（C

））。
4
―
2
―
4　

デ
ミ
ニ
マ
ス
要
件

　

課
税
年
度
の
外
国
基
地
会
社
所
得
と
保
険
所
得
の
合
計
額
が
総
所
得
の
五
％
ま
た
は
一
〇
〇
万
ド
ル
の
い
ず
れ
か
少
な
い
金
額
未

満
で
あ
る
場
合
に
は
、
総
所
得
の
う
ち
、
外
国
基
地
会
社
所
得
ま
た
は
保
険
所
得
と
み
な
さ
れ
る
部
分
は
な
い
も
の
と
さ
れ
る

（IRC

§95（

（b

）（3�

）（A

））。
た
だ
し
、
そ
の
合
計
額
が
総
所
得
の
七
〇
％
を
超
え
る
場
合
に
は
、
総
所
得
の
す
べ
て
が
外
国
基
地
会

社
所
得
ま
た
は
保
険
所
得
と
み
な
さ
れ
る
（IRC

§95（

（b

）（3�

）（B

））。
さ
ら
に
、
保
険
所
得
が
米
国
の
最
高
税
率
の
九
〇
％
超
の
実

効
税
率
で
課
税
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
適
用
除
外
と
な
る
（IRC

§95（

（b

）（（�

））。
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4
―
3　

連
邦
消
費
税
（Excise Tax

）
と
の
関
係

　

米
国
法
人
か
ら
外
国
関
係
保
険
会
社
に
保
険
料
が
支
払
わ
れ
る
一
定
の
場
合
に
は
、
連
邦
消
費
税
が
課
税
さ
れ
、Subpart F

ル

ー
ル
を
補
完
し
て
い
る
。
連
邦
消
費
税
は
、
海
上
火
災
保
険
に
係
る
保
険
料
に
対
す
る
印
紙
税
が
嚆
矢
で
あ
り
、
第
二
次
世
界
大
戦

中
の
多
額
の
国
庫
負
担
の
補
塡
の
た
め
に
、
一
九
四
二
年
歳
入
法
（Revenue A

ct of 19（2

）
に
よ
り
す
べ
て
の
保
険
・
再
保
険
に

適
用
さ
れ
る
よ
う
に
改
正
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
米
国
保
険
会
社
が
外
国
保
険
会
社
と
比
べ
て
競
争
上
不
利
に
な
ら
な
い
よ
う
政
策

と
し
て
導
入
さ
れ
た
も
の
で
あ
る（

（4
（

。 

連
邦
消
費
税
（IRC

§§（3（1-（3（（

）
は
、
外
国
（
再
）
保
険
者
へ
の
支
払
（
再
）
保
険
料
に
対

し
て
グ
ロ
ス
課
税
（
一
％
な
い
し
四
％
）
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
原
則
、
保
険
料
支
払
者
の
申
告
に
基
づ
き
、
源
泉
徴
収
さ
れ
る
。

外
国
保
険
者
は
、
米
国
内
で
取
引
ま
た
は
事
業
に
従
事
す
る
場
合
に
は
連
邦
所
得
税
が
ネ
ッ
ト
課
税
さ
れ
る
が
、
米
国
内
で
取
引
ま

た
は
事
業
に
従
事
せ
ず
に
米
国
リ
ス
ク
を
引
き
受
け
る
場
合
に
は
連
邦
消
費
税
が
グ
ロ
ス
課
税
さ
れ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
米
国
内
の

リ
ス
ク
を
引
き
受
け
る
こ
と
か
ら
生
じ
る
所
得
に
米
国
の
第
一
次
課
税
権
を
保
証
し
て
い
る
。

　

連
邦
消
費
税
の
非
課
税
は
二
つ
あ
る（

（4
（

。
第
一
に
、
米
国
内
で
保
険
事
業
を
行
う
外
国
保
険
者
に
支
払
わ
れ
る
保
険
料
な
ど
、
米
国

内
で
の
取
引
ま
た
は
事
業
の
遂
行
に
実
質
的
に
関
連
す
る
金
額
に
は
適
用
さ
れ
な
い
（IRC

§（3（3

）。
第
二
に
、Subpart F

ル
ー

ル
の
保
険
所
得
は
、
米
国
内
で
取
引
ま
た
は
事
業
に
実
質
的
に
従
事
し
た
こ
と
か
ら
生
じ
る
所
得
で
は
な
い
こ
と
か
ら
第
一
の
非
課

税
に
は
該
当
し
な
い
が
、IRC

§953

（c

）
ま
た
は
（d
）
に
よ
る
選
択
を
し
た
場
合
に
は
非
課
税
と
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ

で
あ
る
外
国
保
険
会
社
ま
た
は
外
国
再
保
険
会
社
が
内
国
法
人
と
し
て
の
課
税
を
選
択
し
た
場
合
（IRC

§953

（d

））、
ま
た
は
そ
の

外
国
保
険
会
社
等
の
米
国
株
主
も
し
く
は
そ
の
関
連
者
を
付
保
す
る
保
険
・
再
保
険
に
係
る
保
険
所
得
を
米
国
の
取
引
も
し
く
は
事

業
の
遂
行
に
実
質
的
に
関
連
す
る
も
の
と
み
な
す
こ
と
を
選
択
し
た
場
合
（IRC

§953

（c

））、
米
国
で
所
得
課
税
さ
れ
る
金
額
に
は

連
邦
消
費
税
を
課
さ
な
い
。
こ
れ
ら
の
選
択
に
よ
る
連
邦
消
費
税
非
課
税
は
、
第
一
の
非
課
税
と
軌
を
一
に
す
る
。
な
お
、
日
本
で

は
保
険
会
社
に
対
し
て
米
国
と
同
様
の
所
得
課
税
を
し
て
い
る
た
め
、
日
米
租
税
条
約
議
定
書
一
⒜
に
よ
り
、
日
本
の
保
険
会
社
へ
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の
再
保
険
料
の
支
払
に
対
す
る
連
邦
消
費
税
は
免
除
さ
れ
て
い
る
。

　

連
邦
消
費
税
に
関
し
て
は
、
再
々
保
険
取
引
に
ま
で
際
限
な
く
課
税
さ
れ
る
累
積
課
税
の
問
題
が
顕
在
化
し
たV

alidus

事
件（

（4
（

が

あ
る
。
域
外
適
用
否
定
の
推
定
の
み
に
基
づ
い
て
連
邦
消
費
税
が
国
外
取
引
に
適
用
さ
れ
な
い
と
解
釈
さ
れ
た
初
め
て
の
ケ
ー
ス
と

さ
れ
る（

（5
（

。
あ
る
論
者
は
、V

alidus

事
件
の
累
積
課
税
論
に
依
拠
し
た
解
釈
方
法
に
異
を
唱
え
、
連
邦
消
費
税
は
米
国
内
の
事
業
か

ら
所
得
を
獲
得
し
な
い
外
国
保
険
会
社
に
の
み
適
用
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
も
そ
も
域
外
適
用
で
あ
る
と
し
て
、
連
邦
議
会
は
元
受

保
険
の
引
受
リ
ス
ク
が
国
内
に
あ
る
と
い
う
結
び
つ
き
（N

exus

）
の
み
に
よ
っ
て
そ
の
域
外
適
用
を
正
当
化
し
て
い
る
の
で
あ
り
、

そ
れ
以
外
の
結
び
つ
き
を
裁
判
所
が
求
め
る
こ
と
を
意
図
し
て
い
な
い
、
と
批
判
す
る（

（5
（

。
米
国
で
は
、Subpart F

所
得
で
あ
る
保

険
所
得
お
よ
び
連
邦
消
費
税
の
課
税
の
い
ず
れ
に
も
、
基
本
的
に
は
米
国
内
の
保
険
リ
ス
ク
と
のN

exus

を
求
め
て
い
る
。

む
す
び
に
か
え
て

　

保
険
取
引
は
高
度
に
技
術
的
な
取
引
で
あ
り
、
再
保
険
取
引
は
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
（
一
般
に
業
法
規
制
を
受
け
て
い
る
保
険
会

社
）
同
士
の
取
引
で
あ
る
。
一
般
事
業
会
社
の
外
国
保
険
子
会
社
の
場
合
に
は
、
そ
れ
を
運
営
・
管
理
す
る
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
（
第
三

者
で
あ
る
保
険
会
社
な
ど
）
が
関
与
す
る
場
合
が
あ
る
。
そ
れ
を
所
与
と
し
て
、
課
税
上
、
支
払
保
険
料
の
損
金
算
入
制
限
を
放
棄

し
、
そ
れ
を
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
で
補
完
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
非
関
連
者
基
準
や
保
険
に
関
す
る
事
実
上
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
ボ
ッ
ク
ス
の
判

定
に
際
し
て
、
い
ず
れ
も
「
取
引
の
相
手
方
」
に
依
拠
し
た
判
断
の
み
で
は
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
対
象
と
す
べ
き
取
引
を
正
確
に
把
握

で
き
ず
、
適
切
な
課
税
に
は
至
ら
な
い
。
企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
へ
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
適
用
が
日
本
の
税
源
浸
食
を
防
止
す

る
も
の
で
あ
る
な
ら
ば
、
当
該
取
引
を
正
確
に
把
握
し
、
対
処
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
行
動
3
最
終
報
告
書
で
は
、

Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
対
象
外
と
で
き
る
再
保
険
取
引
の
要
件
を
示
し
て
い
る（

（5
（

。
そ
の
要
件
は
、
再
保
険
契
約
が
独
立
企
業
間
価
格
で
設
定
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さ
れ
て
い
る
こ
と
、
再
保
険
会
社
に
お
い
て
リ
ス
ク
分
散
と
保
有
が
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
リ
ス
ク
分
散
に
よ
り
グ
ル
ー
プ
全
体
の
経

済
的
資
本
状
況
が
改
善
し
て
い
る
こ
と
、
取
引
当
事
者
が
適
切
な
業
法
規
制
を
受
け
て
い
る
こ
と
、
元
受
保
険
に
グ
ル
ー
プ
外
の
第

三
者
の
リ
ス
ク
が
含
ま
れ
て
い
る
こ
と
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
が
必
要
な
ス
キ
ル
と
経
験
を
有
し
て
い
る
こ
と
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
が
実
際
に
損
失
を
被
る

可
能
性
が
あ
る
こ
と
、
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
ほ
と
ん
ど
す
べ
て
を
充
足
す
る
場
合
に
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
対
象
外
に
で
き
る
と
す
る
。
こ

れ
と
同
様
の
内
容
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
移
転
価
格
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
二
〇
二
二
年
版
に
お
い
て
も
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
保
険
該
当
性
判
断
の
指
標

と
し
て
示
さ
れ
て
お
り（

（5
（

、
企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
の
正
確
な
把
握
を
求
め
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
対
象
外

の
前
段
と
し
て
、
移
転
価
格
税
制
の
効
果
的
な
適
用
を
問
う
も
の
で
あ
り
、
自
国
企
業
と
の
直
接
ま
た
は
間
接
的
な
再
保
険
取
引
を

前
提
に
し
て
い
る
と
も
い
え
よ
う
。

　

米
国
のSubpart F

ル
ー
ル
で
は
、
保
険
リ
ス
ク
の
所
在
は
第
一
に
は
問
わ
な
い
こ
と
と
な
っ
た
も
の
の
、
免
税
契
約
で
は
リ

ス
ク
の
所
在
を
問
う
た
う
え
で
、
そ
の
適
用
を
制
限
し
て
い
る
。
制
度
創
設
当
時
は
、
保
険
料
と
い
う
名
の
も
と
で
の
ド
ル
の
流
出

と
そ
の
損
金
算
入
に
よ
る
歳
入
減
へ
の
対
処
と
し
て
保
険
所
得
を
創
設
し
た
が
、
一
九
八
六
年
税
制
改
正
に
お
い
て
も
、
議
会
は
国

外
へ
の
支
払
保
険
料
の
損
金
算
入
に
つ
い
て
は
税
制
が
予
定
し
て
い
な
い
課
税
便
益
と
と
ら
え
て
お
り
、
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
へ
の
課
税

強
化
を
し
て
い
る
。

　

一
方
、
日
本
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
で
は
企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
に
対
す
る
特
別
規
定
の
明
確
化
を
図
る
と
と
も
に
課
税
を
強
化

し
て
い
る
が
、
本
稿
で
取
り
上
げ
た
裁
判
例
か
ら
は
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
が
再
保
険
取
引
の
実
態
に
必
ず
し
も
応
じ
た
も
の
で
は
な
い
こ

と
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
保
険
取
引
に
係
る
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
数
次
の
改
正
理
由
に
鑑
み
る
と
、
パ
タ
ー
ン
①
か
ら
④
は

想
定
内
と
し
て
、
外
国
再
保
険
子
会
社
へ
の
支
払
保
険
料
の
損
金
算
入
に
よ
る
税
収
減
へ
の
対
処
を
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
に
ゆ
だ
ね
て
い
る

と
す
れ
ば
、
パ
タ
ー
ン
⑤
の
外
国
間
再
保
険
取
引
を
従
来
か
ら
積
極
的
に
対
象
と
し
て
い
た
わ
け
で
は
な
く
、
規
定
の
不
備
の
結
果
、

対
象
と
な
っ
た
に
す
ぎ
な
い
と
の
評
価
も
可
能
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
外
国
間
再
保
険
取
引
の
場
合
に
は
、
米
国
の
連
邦
消
費
税
の
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よ
う
に
再
保
険
料
支
払
国
に
お
い
て
源
泉
課
税
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
。
ま
た
、
グ
ロ
ー
バ
ル
ミ
ニ
マ
ム
課
税
の
実
施
に
よ
っ
て
最
低

課
税
が
確
保
で
き
る
の
で
あ
れ
ば
尚
更
、
立
法
的
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。

　

​

そ
の
場
合
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
対
象
と
な
る
企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
に
は
、
日
本
国
と
の
何
ら
か
のN

exus

が
必
要
と
考

え
る
。
こ
のN

exus

の
試
案
と
し
て
、
国
内
の
元
受
保
険
に
係
る
再
保
険
取
引
で
あ
る
こ
と
（
国
内
に
あ
る
保
険
リ
ス
ク
と
そ
れ
に

応
じ
た
保
険
料
の
支
払
が
あ
る
こ
と
）、​

ま
た
は
、
内
国
法
人
が
元
受
保
険
の
保
険
契
約
者
で
あ
る
こ
と
（
元
受
保
険
が
国
内
で
締
結
さ

れ
て
い
る
こ
と
）
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
。
い
ず
れ
の
場
合
も
、
保
険
に
関
す
る
国
内
源
泉
所
得
（
所
得
税
法
一
六
一
条
一
項
一
四
号
）

の
判
断
が
契
約
締
結
地
主
義
を
採
用
し
て
い
る
こ
と
と
符
合
し
、
保
険
業
法
上
の
海
外
直
接
付
保
規
制
に
よ
る
保
険
引
受
の
地
理
的

制
約
と
も
整
合
的
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
試
案
の
い
ず
れ
も
、
国
内
の
親
会
社
か
ら
外
国
保
険
子
会
社
へ
保
険
料
の
流
れ
が
生
じ
る
と

と
も
に
、
日
本
の
税
源
浸
食
に
関
係
し
な
い
外
国
間
再
保
険
取
引
を
対
象
外
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
海
外
直
接
付
保
規
制

は​

他
国
に
お
い
て
も
一
般
に
導
入
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
り
（
ボ
デ
ィ
ワ
ー
ク
事
件
地
裁
判
示
）、
保
険
所
得
に
つ
い
て
は
関
係
国
間

で
課
税
が
相
互
に
干
渉
す
る
こ
と
は
少
な
い
と
思
わ
れ
る
。
な
お
、
前
者
は
、
米
国
の
制
度
か
ら
の
試
案
で
あ
り
、
後
者
は
、
本
稿

で
は
触
れ
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
が
英
国
の
制
度
か
ら
の
試
案
で
あ
る
。​

　

本
稿
で
は
、
企
業
グ
ル
ー
プ
内
再
保
険
取
引
に
対
す
る
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
全
体
に
内
在
す
る
問
題
を
す
べ
て
網
羅
的
に
検
討
し
た
わ
け

で
は
な
い
。
そ
の
ほ
か
の
論
点
に
つ
い
て
は
、
別
稿
で
補
完
し
た
い
。

〔
付
記
〕　

本
研
究
は
Ｊ
Ｓ
Ｐ
Ｓ
科
研
費23K

0110（

の
助
成
を
受
け
た
研
究
成
果
の
一
部
で
あ
る
。
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（
1
）　

支
払
保
険
料
の
損
金
算
入
性
に
つ
い
て
は
、
辻
美
枝
「
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
と
課
税
―
支
払
保
険
料
の
控
除
可
能
性
を
中
心
に
―
」
関
西

大
学
法
学
研
究
所
『
名
護
金
融
特
区
の
現
状
と
展
望
』（
二
〇
〇
五
）
一
〇
九
頁
で
フ
ァ
イ
ナ
イ
ト
事
件
を
素
材
に
整
理
し
、
ま
た
、
移

転
価
格
税
制
上
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
辻
美
枝
「
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
保
険
と
移
転
価
格
税
制
」
税
研
一
八
一
号
（
二
〇
一
五
）
一
〇
八
頁
で

オ
ラ
ン
ダ
の
移
転
価
格
税
制
と
の
比
較
か
ら
若
干
の
検
討
を
し
た
。

（
2
）　

大
蔵
財
務
協
会
『
平
成
七
年
度
税
制
改
正
の
す
べ
て
』
二
九
七
頁
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
よ
る
と
、
タ
ッ
ク
ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
に
キ
ャ
プ
テ
ィ

ブ
保
険
会
社
を
設
立
す
る
場
合
、
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
利
益
に
係
る
税
負
担
を
最
小
限
に
抑
え
る
こ
と
よ
り
も
、
高
課
税
国
で
支
払
保
険
料

を
損
金
算
入
す
る
こ
と
が
よ
り
重
要
で
あ
る
場
合
が
多
い
と
す
る
（O

ECD
, International T

ax A
voidance and Evasion, 198（, 

p.2（

）。

（
3
）　

大
蔵
財
務
協
会
・
前
掲
注（
2
）、
二
九
八
頁
。

（
（
）　

日
産
自
動
車
事
件
で
は
、
Ｓ
（
社
が
Ｓ
（
社
以
外
の
関
連
者
か
ら
も
再
保
険
を
引
き
受
け
て
い
た
よ
う
で
あ
る
が
、
当
該
関
連
者
に

日
本
の
内
国
法
人
が
含
ま
れ
て
い
る
か
は
、
裁
判
に
お
け
る
事
実
認
定
か
ら
は
不
明
で
あ
る
。

（
5
）　

本
件
は
、
マ
レ
ー
シ
ア
の
連
邦
領
ラ
ブ
ア
ン
（
経
済
特
区
）
に
設
立
し
た
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
の
租
税
負
担
割
合
が
争
わ
れ
た
も
の
で
あ

る
。
ラ
ブ
ア
ン
の
税
制
と
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
に
関
し
て
は
、
金
親
夕
貴
「
マ
レ
ー
シ
ア
の
ラ
ブ
ア
ン
税
制
の
概
要
」
税
大
ジ
ャ
ー
ナ
ル
三
六

号
（
二
〇
二
四
）
二
三
五
頁
参
照
の
こ
と
。

（
（
）　

山
下
友
信
『
保
険
法
（
上
）』（
有
斐
閣
・
二
〇
一
八
）
一
七
頁
脚
注
28
。

（
（
）　

山
下
友
信
「
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
に
関
す
る
序
論
的
考
察
」
前
田
重
行
ほ
か
『
前
田
庸
先
生
喜
寿
記
念　
企
業
法
の
変
遷
』（
有
斐
閣
・
二

〇
〇
九
）
四
九
四
―
四
九
五
頁
。

（
8
）　

リ
ス
ク
分
散
が
不
十
分
で
あ
る
と
、
再
保
険
は
機
能
不
全
に
陥
り
破
綻
す
る
。
海
外
再
保
険
取
引
の
破
綻
事
例
と
し
て
大
成
火
災
事

件
が
あ
る
。
当
該
事
件
に
関
し
て
は
、
宮
武
敏
夫
「
米
国
租
税
裁
判
所
に
お
け
る
大
成
海
上
火
災
（
株
）
等
対IRS

長
官
九
五
年
五
月

二
日
判
決
に
つ
い
て
」
国
際
税
務
一
五
巻
七
号
（
一
九
九
五
）
九
頁
、
吉
村
典
久
「
恒
久
的
施
設
と
し
て
の
代
理
人
の
概
念
―
ア
メ
リ
カ

に
お
け
る
一
九
九
五
年
大
成
事
件
を
き
っ
か
け
に
」
金
子
宏
編
『
国
際
課
税
の
理
論
と
実
務
―
移
転
価
格
と
金
融
取
引
』（
有
斐
閣
・
一

九
九
七
）
三
八
九
頁
、
吉
澤
卓
哉
「
大
成
火
災
破
綻
前
史
―
破
綻
へ
の
途
か
ら
外
れ
る
機
会
は
な
か
っ
た
の
か
―
」
保
険
学
雑
誌
六
二
七

号
（
二
〇
一
四
）
一
頁
な
ど
が
参
考
に
な
る
。
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（
9
）　

ロ
イ
ズ
の
二
〇
〇
〇
年
五
月
一
六
日
付
書
簡M

EX
ICO

 - W
IT

H
H

O
LD

IN
G T

A
X

 O
N

 REIN
SU

RA
N

CE PREM
IU

M
S

に

よ
れ
ば
、
メ
キ
シ
コ
政
府
は
一
九
九
九
年
一
月
一
日
か
ら
外
国
再
保
険
会
社
へ
の
支
払
保
険
料
に
対
し
て
税
率
三
・
五
％
の
源
泉
徴
収
税

を
導
入
し
、
二
〇
〇
〇
年
一
月
一
日
か
ら
税
率
を
二
％
に
引
き
下
げ
て
い
る
（https://assets.lloyds.com

/m
edia/c（a30bfb-b3f3-

（3d（-8（d3-（9f115ed（93e/Y
2302.pdf, last visited on 31 � O

ct 202（

）。
な
お
、
米
墨
租
税
条
約
で
は
、
そ
の
前
文
に
お
い
て
、
当

該
源
泉
徴
収
税
は
免
除
と
さ
れ
て
お
り
、
米
国
の
保
険
料
に
係
る
連
邦
消
費
税
は
対
象
税
目
（
二
条
三
項
）
に
含
ま
れ
て
い
る
。
内
藤
正

人
『
メ
キ
シ
コ
の
損
害
保
険
事
情
』
損
保
総
研
レ
ポ
ー
ト
一
〇
九
号
（
二
〇
一
四
年
一
〇
月
）
三
一
頁
も
参
照
。

（
10
）　

例
え
ば
、
所
得
税
法
九
条
一
項
一
八
号
（
非
課
税
所
得
）、
同
法
七
六
条
五
項
一
号
（
生
命
保
険
料
控
除
）、
一
六
一
条
一
項
一
四
号

（
国
内
源
泉
所
得
）、
法
人
税
法
六
〇
条
一
項
（
保
険
会
社
の
契
約
者
配
当
の
損
金
算
入
）、
相
続
税
法
三
条
一
項
一
号
（
み
な
し
相
続
財

産
）
な
ど
。

（
11
）　

経
済
産
業
省
リ
ス
ク
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
研
究
会
「
リ
ス
ク
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
研
究
会
報
告
書
～
リ
ス
ク
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
普
及
に
向
け
て

～
」（
二
〇
〇
六
）
七
〇
頁
脚
注
35
。

（
12
）　

山
下
・
前
掲
注（
（
）、
一
六
頁
。

（
13
）　

当
該
事
件
に
関
し
て
は
、
例
え
ば
、
野
一
色
直
人
「
フ
ァ
イ
ナ
イ
ト
保
険
を
め
ぐ
る
課
税
問
題
」
税
法
学
五
六
七
号
（
二
〇
一
二
）

二
一
七
―
二
四
〇
頁
、
辻
美
枝
「
わ
が
国
に
お
け
る
再
保
険
取
引
へ
の
法
人
課
税
の
現
状
と
課
題
」
二
〇
一
一
年
度
立
命
館
大
学
東
日
本

大
震
災
に
関
す
る
研
究
推
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
報
告
書
『
大
震
災
と
税
制
・
財
政
の
諸
問
題
に
関
す
る
研
究
』
一
頁
所
収
の
文
献
。

（
1（
）　

林
志
行
・
湯
川
慶
子
「
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
戦
略
の
現
状
と
課
題
」Japan Research Review

八
巻
七
号
六
五
―
六
六
頁
。

（
15
）　

ほ
か
に
も
保
険
会
社
特
例
と
し
て
、
実
体
基
準
（
租
特
令
三
九
条
の
一
四
の
三
第
一
項
一
号
）、
管
理
支
配
基
準
（
租
特
令
三
九
条

の
一
四
の
三
第
四
項
一
号
・
二
号
）
や
外
国
金
融
子
会
社
等
の
判
定
（
租
特
令
三
九
条
の
一
七
第
一
項
一
号
・
二
号
、
第
二
項
一
号
・
二

号
）
が
あ
る
。

（
1（
）　

高
橋
元
監
修
『
タ
ッ
ク
ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
対
策
税
制
の
解
説
』（
清
文
社
・
一
九
七
九
）
九
六
頁
。

（
1（
）　

こ
の
括
弧
書
き
が
問
題
と
な
っ
た
の
が
、
日
産
自
動
車
事
件
で
あ
る
。
地
裁
段
階
の
筆
者
の
評
価
は
、
辻
美
枝
「
判
批
」
ジ
ュ
リ
ス

ト
一
五
七
九
号
一
〇
―
一
一
頁
。
最
高
裁
判
決
を
踏
ま
え
た
検
討
は
、
別
稿
を
予
定
し
て
い
る
。
こ
の
括
弧
書
き
に
関
し
て
、
後
述
す
る

米
国
制
度
と
の
比
較
も
踏
ま
え
る
と
、「
保
険
の
目
的
」
を
「
資
産
」
ま
た
は
「
損
害
賠
償
責
任
」
に
限
定
す
る
理
由
は
な
く
、「
生
命
」
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も
含
め
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

（
18
）　

大
蔵
財
務
協
会
・
前
掲
注（
2
）、
二
九
七
―
二
九
八
頁
。

（
19
）　

大
蔵
財
務
協
会
『
平
成
二
九
年
度
改
正
税
法
の
す
べ
て
』
六
八
一
頁
。

（
20
）　

大
蔵
財
務
協
会
『
令
和
元
年
度
改
正
税
法
の
す
べ
て
』
六
三
四
―
六
三
五
頁
。

（
21
）　

前
掲
注（
20
）、
六
二
九
―
六
三
〇
頁
。

（
22
）　

前
掲
注（
20
）、
六
四
一
頁
。

（
23
）　

高
橋
・
前
掲
注（
1（
）、
九
二
頁
。

（
2（
）　

増
井
良
啓
＝
宮
崎
裕
子
『
国
際
租
税
法
第
（
版
』（
東
京
大
学
出
版
会
・
二
〇
一
九
）
一
八
七
頁
。

（
25
）　

渕
圭
吾
「
タ
ッ
ク
ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
対
策
税
制
の
意
義
と
機
能
」『
所
得
課
税
の
国
際
的
側
面
』（
有
斐
閣
・
二
〇
一
六
）
三
六
七
頁
。

（
2（
）　

藤
谷
武
史
「
行
動
3
（
有
効
な
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
構
築
）
最
終
報
告
書
」
中
里
実
ほ
か
編
『
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
と
グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
活
動
』

（
有
斐
閣
・
二
〇
一
七
）
一
三
九
頁
。

（
2（
）　

長
戸
貴
之
「
外
国
子
会
社
合
算
税
制
（
タ
ッ
ク
ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
対
策
税
制
）
の
趣
旨
と
そ
の
解
釈
の
あ
り
方
」
増
井
良
啓
他
編
著

『
市
場
・
国
家
と
法
―
中
里
実
先
生
古
稀
祝
賀
論
文
集
』（
有
斐
閣
・
二
〇
二
四
）
一
九
三
―
一
九
五
頁
。

（
28
）　

伴
忠
彦
「
外
国
子
会
社
合
算
税
制
に
お
け
る
合
算
方
式
と
適
用
除
外
基
準
の
再
考
」
税
大
論
叢
六
三
号
（
二
〇
〇
九
）
二
三
六
頁
。

（
29
）　

長
戸
・
前
掲
注（
2（
）、
一
九
四
―
一
九
五
頁
。

（
30
）　

概
要
に
つ
い
て
は
、
岡
村
忠
生
＝
岩
谷
博
紀
「
国
外
移
転
に
対
す
る
実
現
ア
プ
ロ
ー
チ
」
岡
村
忠
生
編
『
新
し
い
法
人
税
法
』（
有

斐
閣
・
二
〇
〇
七
）
二
九
二
頁
脚
注
23
、
野
一
色
直
人
「
米
国
に
お
け
る
再
保
険
と
租
税
回
避
―
内
国
歳
入
法
典
八
四
五
条
の
検
討
を
通

し
て
―
」
大
阪
学
院
大
学
法
学
研
究
三
七
巻
一
号
（
二
〇
一
〇
）
六
八
頁
な
ど
に
説
明
が
あ
る
。

（
31
）　

制
度
全
般
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
渕
・
前
掲
注（
25
）三
四
五
頁
、
一
高
龍
司
「
米
国Subpart F

税
制
の
要
点
と
問
題
点
に
つ

い
て
」
国
際
税
制
研
究
二
二
号
（
二
〇
〇
九
）
八
八
頁
、
佐
藤
正
勝
「
国
際
的
租
税
回
避
行
為
等
の
類
型
及
び
対
応
策
―
米
国
の
タ
ッ
ク

ス
・
ヘ
イ
ブ
ン
税
制
と
の
比
較
を
中
心
と
し
て
―
」
税
大
論
叢
二
二
号
（
一
九
九
二
）
一
一
〇
頁
な
ど
参
照
。

（
32
）　M

essage from
 the President of the U

nited States relative to our Federal T
ax System

, in Legislative H
istory of 

the Internal Revenue Code, A
m

endm
ents of 19（1 : P.L. 8（-29 : （ �5 Stat. （（� : M

ay （, 19（1 ; and, P.L. 8（-39（ : （5 � Stat. 
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828 : O
ctober 5, 19（1 ; and, P.L. 8（-321 : （5� Stat. （83 : Septem

ber 2（, 19（1 （19（1

）, pp.（-8.
（
33
）　Id., p.（.

（
3（
）　Id., pp.（-（.

（
35
）　H

erbert E. M
oder, Subpart F Incom

e and M
inim

um
 D

istributions, T
axes-T

he T
ax M

agazine, V
ol.（8, N

o.2, 
19（0, p.118.

（
3（
）　Id., p.118.

（
3（
）　Id., p.118.

（
38
）　Joseph Isenbergh, International T

axation: U
.S. T

axation of Foreign Persons and Foreign Incom
e, Fourth 

E
dition, 2008, V

ol.3, 
¶（3.2.

（
39
）　Supra note 35, p.118.

（
（0
）　Supra note 38, 

¶（3.2.

（
（1
）　Id., 

¶（3.3.

（
（2
）　Joint Com

m
ittee Report JCS-10-8（: General Explanation of the T

ax Reform
 A

ct of 198（, p.9（8.

（
（3
）　

一
九
八
六
年
改
正
前
の
規
定
の
内
容
は
財
務
省
規
則
に
移
管
さ
れ
て
い
る
が
（T

reas.Reg.

§§1.953-1, 1.953-2

）、
参
考
程
度
の

も
の
と
さ
れ
て
い
る
（See supra note 38, 

¶（3.5, Fn.1（

）。

（
（（
）　

当
該
免
除
は
租
税
条
約
上
の
意
図
せ
ざ
る
効
果
で
あ
っ
た
た
め
、
一
九
九
〇
年
一
月
一
日
以
降
は
免
除
さ
れ
て
い
な
い
（
辻
美
枝

「
国
境
を
跨
ぐ
保
険
取
引
と
米
国
の
連
邦
消
費
税
」『
公
法
の
理
論
と
体
系
思
考
』（
信
山
社
・
二
〇
一
七
）
三
五
七
―
三
五
八
頁
）。

（
（5
）　

野
一
色
直
人
「
キ
ャ
プ
テ
ィ
ブ
保
険
会
社
へ
の
保
険
料
の
損
金
該
当
性
を
め
ぐ
る
米
国
の
裁
判
例
の
展
開
に
つ
い
て
（
1
）、（
2
・

完
）」
大
阪
学
院
大
学
法
学
研
究
三
八
巻
二
号
（
二
〇
一
二
）
九
三
頁
、
三
九
巻
一
号
（
二
〇
一
二
）
五
五
頁
、
辻
・
前
掲
注（
1
）（
二
〇

〇
五
）
一
〇
九
頁
、
中
里
実
「
キ
ャ
プ
テ
ィ
ヴ
の
ア
メ
リ
カ
連
邦
所
得
税
法
上
の
取
扱
い
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
八
〇
四
号
（
一
九
八
三
）
九
九

頁
。

（
（（
）　

こ
の
段
落
の
記
述
は
、supra note （2, pp.9（8-9（9.

（
（（
）　

以
下
の
内
容
は
、
辻
・
前
掲
注（
（（
）、
三
四
一
頁
と
重
複
す
る
。
連
邦
消
費
税
に
関
す
る
詳
細
お
よ
び
文
献
に
つ
い
て
は
そ
こ
で
引
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用
し
て
い
る
内
容
を
参
照
の
こ
と
。

（
（8
）　Internal Revenue Service Excise T

ax – Foreign Insurance A
udit T

echniques Guide （A
T

G

）, 5-2.
（
（9
）　V

alidus Reinsurance, Ltd. v. U
nited States, （8（ F.3d 1039 （D

.C. Cir. 2015

）.
（
50
）　Jasper L. Cum

m
ings, Jr., Is T

here Presum
ption A

gainst Extraterritorial T
axes?, T

ax N
otes, V

ol.151, N
o.1, 201（, 

p.（5.

（
51
）　Id., p.（5.

（
52
）　O

ECD
 

（2015

）, D
esigning E

ffective Controlled Foreign Com
pany R

ules, A
ction 3� - 2015 Final R

eport, O
E

CD
/

G
20 Base E

rosion and Profit Shifting Project, O
ECD

 Publishing, Paris, p.52, Fn.5.

（
53
）　O

ECD
 

（2022
）, O

E
CD

 T
ransfer Pricing G

uidelines for M
ultinational E

nterprises and T
ax A

dm
inistrations 

2022, O
ECD

 Publishing, Paris, para 10.199.


